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１．調査目的 

国において平成 15 年 7 月に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、各自治体が次世代育成

支援のためのより具体的な行動計画を策定し、新たな施策展開に取り組むこととなりました。この

調査は、計画の策定に向けて、住民の子育て支援に関する生活実態や意見などを把握するために実

施しました。 

 
 
２．調査設計 

（１）調 査 地 域  白石市全域 

（２）調 査 対 象  市内に住む、0 歳から小学校 6 年生までの子どもがいる家庭及び、中学生・

高校生と一般市民 

（３）標本数及び回収数 

 

 

 

 

 

 

 

（４）調 査 方 法  無作為抽出者への郵送及び施設・中学校を通じての配布・回収 

（５）調 査 期 間  平成 16 年 3 月 

（６）調 査 機 関  株式会社サーベイリサーチセンター東北事務所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対　　象　　者 標本数① 有効回収数② 回収率②/①

①就学前児童 1100 651 59.2%

②小学校児童 1100 464 42.2%

③中学生・高校生 250 102 40.8%

④一般市民 250 85 34.0%

合計 2700 1302 48.2%
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１．行動計画策定体制の構築 
 
 （１）白石市次世代育成支援行動計画策定委員会       平成 16 年 7 月 30 日設置 
  ①策定委員：各分野より推薦及び本人の承諾    委員 11 人で構成 

  ②設置目的：策定委員会は、市町村行動計画に住民の意思を反映する視点から、指針に基づく関係

者らが構成し、ニーズ調査などの審議の結果を踏まえ、それぞれの分野から専門的な知識あるい

は考え方等を提案していただき、本行動計画策定に反映させることを目的としています。 
  
 （２）策定委員会・庁内関連各課担当者会議の開催状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
協力各課 
子ども家庭課（旧：生活環境課保育係）     生活環境課 学校教育課 
社会教育課  福祉事務所 企画情報課 健康推進課 生涯学習課 
商工観光課  総務課  建設課  都市整備課（旧：都市計画課） 

 

区分 開催月日 検討内容

第１回策定委員会 平成16年7月30日（金） ●説明
13：30～ ・次世代育成支援行動計画について
ふれあいプラザ　研修室 ・ニーズ調査について
委員出席者：10人 ●質疑

●その他

関連各課担当者会議 平成16年10月22日（金） ●各課事務事業の確認・調整
●事務事業についてのアンケート依頼

第２回策定委員会 平成16年11月1日（月） ●策定委員アンケートの集計について
13：30～ ●白石市次世代育成支援行動計画について
ふれあいプラザ　研修室 ・白石市の現状について
委員出席者：11人 ・白石市における関連事務事業について

●行動計画の基本理念と目標について
・基本理念
・基本目標

第３回策定委員会 平成16年12月21日（月） ●白石市次世代育成支援行動計画（素案）について
13：30～ ・基本目標について
健康センター　小会議室 ・施策と事業について
委員出席者：11人

関連各課事業の確認 平成17年1月14日（金） ●具体的施策について
・基本目標・施策内容の確認

関連各課事業の確認 平成17年3月3日（木） ●具体的施策について
・21年度に向けての取り組みの確認・調整

第４回策定委員会 平成17年3月22日（火） ●白石市次世代育成支援行動計画について
13:30～
健康センター　小会議室
委員出席者：9人

各課関連事業整理・
立案シート記入
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次世代育成支援対策推進法

平成１５年７月１６日　法律第１２０号

行動計画策定指針

行動計画策定委員会

第１回　◆問題点・課題の検討
第２回　◆課題の検討
　　 　　　　施策の内容
　　　　　　 方向性の検討
第３回　◆方向性の検討
第４回　◆方向性の検討
 　　　　　　計画の決定

関連各課担当者会議

・健康推進課　　　　　・福祉事務所
・男女共同参画課　　・建設課
・社会教育課　　　　　・都市計画課
・学校教育課
・生活環境課

★現状分析
★ニーズ調査の実施
★必要サービス量・目標事業量の設
定
★他計画との整合性

★情報公開と住民参加
　　　白石市広報
　　　ＨＰ　　　等

行 動 計 画 策 定 の 流 れ

計画策定
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(設置) 
第１条 次世代育成支援対策推進法第８条第１項に規定する市町村行動計画（以下行動計画という）を

策定するため、白石市次世代育成支援行動計画策定委員会（以下委員会という）を設置する。 

 

(掌握事務) 

第２条 委員会は、行動計画に関することを検討・協議するものとする。 

 

(組織) 

第３条 委員会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、任期は平成１７年３月３１日とする。 

１．学識経験者 

２．福祉に関係する者 

３．児童福祉に関係する者 

４．保健・医療に関係する者 

５．経済・労働に関係する者 

６．専門教育機関に関係する者 

７．地域住民組織に関係する者 

８．その他、次世代育成支援対策に必要と認められる者 

 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２．委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３．委員長は、会務を整理し、委員会を代表する。 

４．副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故ある時、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 

(会議) 

第５条 委員会の会議は、必要に応じ委員長が召集し、その議長となる。 

２．委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことはできない。 

 

(庶務) 

第６条 委員会の庶務は、生活環境課において処理する。 

 

(その他) 

第７条 この要綱に定めるものの他、委員会の運営に必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 

 １． この要綱は、平成１６年７月３０日から施行する。 

 ２． この要綱は、平成１７年３月３１日限り、その効力を失う。 
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関係機関・団体名 職　名　等 氏　　名 備　考

白石市議会
教育民生常任委員会
副委員長

沼倉　啓介

白石市民生委員・児童委員
協議会

主任児童委員 仁平　吉秋

白石市校長会 白石第１小学校教諭 半沢　万亀子

白石市父母教師会連合会
白石市立大鷹沢小学校
父母教師会長

佐藤　敏義 会長

白石市医師会 白石市医師会副会長 齋藤　昌治

白石地区工場懇話会
（株）ニチレイメンテック
白石管理部
総務担当課長代理

佐藤　しげ子

白石市母親クラブ連絡協議会 すぎのこ母親クラブ会長 佐々木　とし子 副会長

幼稚園
学校法人風間学園
ひかり幼稚園教頭

風間　ちゑ子

地域活動援助センター
社会福祉法人白石陽光園
地域生活援助センター
「ポレポレ」

鹿又　充功

育児サークル
育児サークル
「みつばちサークル」代表

金子　江美子

保健師
白石市役所健康推進課
保健師

村上　智子
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次世代育成支援対策推進法 

 

公布：平成１５年７月１６日法律第１２０号 

施行：平成１５年７月１６日 

(附則第１条ただし書前段：平成１５年８月２２日，同後段：平成１７年４月１日) 

 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に

かんがみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業主及び

国民の責務を明らかにするとともに、行動計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主の行動計

画の策定その他の次世代育成支援対策を推進するために必要な事項を定めることにより、次世代

育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、か

つ、育成される社会の形成に資することを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この法律において「次世代育成支援対策」とは、次代の社会を担う子どもを育成し、又は育成

しようとする家庭に対する支援その他の次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成

される環境の整備のための国若しくは地方公共団体が講ずる施策又は事業主が行う雇用環境の

整備その他の取組をいう。 

 

(基本理念) 

第３条 次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという

基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、

子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない。 

 

(国及び地方公共団体の責務) 

第４条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念（次条及び第７条第１項において「基本理念」という。）

にのっとり、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない。 

 

(事業主の責務) 

第５条 事業主は、基本理念にのっとり、その雇用する労働者に係る多様な労働条件の整備その他の労

働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備を行う

ことにより自ら次世代育成支援対策を実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が講ず

る次世代育成支援対策に協力しなければならない。 
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(国民の責務) 

第６条 国民は、次世代育成支援対策の重要性に対する関心と理解を深めるとともに、国又は地方公共

団体が講ずる次世代育成支援対策に協力しなければならない。 

 

第２章 行動計画 

第１節 行動計画策定指針 

 

第７条 主務大臣は、次世代育成支援対策の総合的かつ効果的な推進を図るため、基本理念にのっとり、

次条第一項の市町村行動計画及び第９条第一項の都道府県行動計画並びに第１２条第１項の一

般事業主行動計画及び第１９条第１項の特定事業主行動計画（次項において「市町村行動計画等」

という。）の策定に関する指針（以下「行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２   行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、市町村行動計画等の指針となるべき

ものを定めるものとする。 

（１） 次世代育成支援対策の実施に関する基本的な事項 

（２） 次世代育成支援対策の内容に関する事項 

（３） その他次世代育成支援対策の実施に関する重要事項 

３  主務大臣は、少子化の動向、子どもを取り巻く環境の変化その他の事情を勘案して必要があ

ると認めるときは、速やかに行動計画策定指針を変更するものとする。 

４  主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

次条第１項の市町村行動計画及び第９条第１項の都道府県行動計画に係る部分について、総務大

臣に協議しなければならない。 

５  主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

 

第２節 市町村行動計画及び都道府県行動計画 

 

(市町村行動計画) 

第８条 市町村は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、５年

を１期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子

どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅

及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の

実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定するものとする。 

２  市町村行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標 

（２） 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期 

３  市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

４  市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するとと

もに、都道府県に提出しなければならない。 
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５  市町村は、毎年少なくとも１回、市町村行動計画に基づく措置の実施の状況を公表しなけれ

ばならない。 

６  市町村は、市町村行動計画の策定及び市町村行動計画に基づく措置の実施に関して特に必要

があると認めるときは、事業主その他の関係者に対して調査を実施するため必要な協力を求める

ことができる。 

 

(都道府県行動計画) 

第９条 都道府県は、行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該都道府県の事務及び事業に関し、

５年を１期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、

子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住

宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策

の実施に関する計画（以下「都道府県行動計画」という。）を策定するものとする。 

２  都道府県行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標 

（２） 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期 

（３） 次世代育成支援対策を実施する市町村を支援するための措置の内容及びその実施時期 

３  都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

４  都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表する

とともに、主務大臣に提出しなければならない。 

５  都道府県は、毎年少なくとも１回、都道府県行動計画に基づく措置の実施の状況を公表しな

ければならない。 

６  都道府県は、都道府県行動計画の策定及び都道府県行動計画に基づく措置の実施に関して特

に必要があると認めるときは、市町村、事業主その他の関係者に対して調査を実施するため必要

な協力を求めることができる。 

 

(都道府県の助言等) 

第１０条  都道府県は、市町村に対し、市町村行動計画の策定上の技術的事項について必要な助言その

他の援助の実施に努めるものとする。 

２    主務大臣は、都道府県に対し、都道府県行動計画の策定の手法その他都道府県行動計画の

策定上重要な技術的事項について必要な助言その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

(市町村及び都道府県に対する国の援助) 

第１１条 国は、市町村又は都道府県が、市町村行動計画又は都道府県行動計画に定められた措置を実

施しようとするときは、当該措置が円滑に実施されるように必要な助言その他の援助の実施に努

めるものとする。 
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第３節 一般事業主行動計画 

 

(一般事業主行動計画の策定等) 

第１２条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する

労働者の数が３００人を超えるものは、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般

事業主が実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。以下同じ。）を策定し、厚生労働省

令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を届け出なければならない。これを変更したと

きも同様とする。 

２  一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 計画期間 

（２） 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標 

（３） 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期 

３  一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの（第１６条第１項及

び第２項において「中小事業主」という。）は、行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画

を策定し、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣にその旨を届け出るよう努めなけ

ればならない。これを変更したときも同様とする。 

４  第１項に規定する一般事業主が同項の規定による届出をしない場合には、厚生労働大臣は、

当該一般事業主に対し、相当の期間を定めて当該届出をすべきことを勧告することができる。 

 

(基準に適合する一般事業主の認定) 

第１３条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第３項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基

づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、雇用環境の整備に関し、行動

計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと、当該一般事業主行動計画を実

施し、当該一般事業主行動計画に定めた目標を達成したことその他の厚生労働省令で定める基準

に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

 

(表示等) 

第１４条 前条の規定による認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品又

は役務、その広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項

において「広告等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２  何人も、前項の規定による場合を除くほか、広告等に同項の表示又はこれと紛らわしい表

示を付してはならない。 

 

(認定の取消し) 

第１５条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が第１３条に規定する基準に適合しなくなったと認めると

き、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき、その他認定一般事業主として適当でな

くなったと認めるときは、同条の認定を取り消すことができる。 
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(委託募集の特例等) 

第１６条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主が、当該承認中小事業主団体をして次世代育

成支援対策を推進するための措置の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合に

おいて、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和２２

年法律第１４１号）第３６条第１項及び第３項の規定は、当該構成員である中小事業主について

は、適用しない。 

２  この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会そ

の他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの

又は民法（明治２９年法律第８９号）第３４条の規定により設立された社団法人で中小事業主を

直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。以下この

項において「事業協同組合等」という。）であって、その構成員である中小事業主に対し、次世代

育成支援対策を推進するための人材確保に関する相談及び援助を行うものとして、当該事業協同

組合等の申請に基づき厚生労働大臣がその定める基準により適当であると承認したものをいう。 

３  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項の相談及び援助を行うものとして適当でなく

なったと認めるときは、同項の承認を取り消すことができる。 

４  承認中小事業主団体は、当該募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で

定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５  職業安定法第３７条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第

５条の３第１項及び第３項、第５条の４、第３９条、第４１条第２項、第４８条の３、第４８条

の４、第５０条第１項及び第２項並びに第５１条の２の規定は前項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者について、同法第４０条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募

集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第５０条第３項及び第４項の規定はこの項に

おいて準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について準用する。この場合において、同

法第３７条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「次世代育成支援対策推進法

（平成１５年法律第１２０号）第１６条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事しよ

うとする者」と、同法第４１条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」と

あるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６  職業安定法第３６条第２項及び第４２条の２の規定の適用については、同法第３６条第２

項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその

被用者以外の者に与えようとする」と、同法第４２条の２中「第３９条に規定する募集受託者」

とあるのは「次世代育成支援対策推進法第１６条第４項の規定による届出をして労働者の募集に

従事する者」とする。 

７  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について

報告を求めることができる。 
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第１７条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事

業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき

当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施の促進

に努めなければならない。 

 

(一般事業主に対する国の援助) 

第１８条 国は、第１２条第１項又は第３項の規定により一般事業主行動計画を策定する一般事業主又

はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定又は当該一般

事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように必要な助言、指導その他の援助の実施に

努めるものとする。 

 

第４節 特定事業主行動計画 

 

第１９条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定

事業主」という。）は、政令で定めるところにより、行動計画策定指針に即して、特定事業主行

動計画（特定事業主が実施する次世代育成支援対策に関する計画をいう。以下この条において同

じ。）を策定するものとする。 

２  特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 計画期間 

（２） 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標 

（３） 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期 

３  特定事業主は、特定事業主行動計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

４  特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく措置を実施するとともに、特定事業主行動計

画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

 

第５節 次世代育成支援対策推進センター 

 

第２０条 厚生労働大臣は、一般事業主の団体又はその連合団体（法人でない団体又は連合団体であっ

て代表者の定めがないものを除く。）であって、次項に規定する業務を適正かつ確実に行うこと

ができると認めるものを、その申請により、次世代育成支援対策推進センターとして指定するこ

とができる。 

２  次世代育成支援対策推進センターは、一般事業主行動計画の策定及び実施に関し、一般事

業主その他の関係者に対し、雇用環境の整備に関する相談その他の援助の業務を行うものとする。 

３  厚生労働大臣は、次世代育成支援対策推進センターの財産の状況又はその業務の運営に関

し改善が必要であると認めるときは、次世代育成支援対策推進センターに対し、その改善に必要

な措置をとるべきことを命ずることができる。 

４  厚生労働大臣は、次世代育成支援対策推進センターが前項の規定による命令に違反したと

きは、第１項の指定を取り消すことができる。 
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５  次世代育成支援対策推進センターの役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は、第２

項に規定する業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６  第１項の指定の手続その他次世代育成支援対策推進センターに関し必要な事項は、厚生労

働省令で定める。 

 

第３章 次世代育成支援対策地域協議会 

 

第２１条 地方公共団体、事業主、住民その他の次世代育成支援対策の推進を図るための活動を行う者

は、地域における次世代育成支援対策の推進に関し必要となるべき措置について協議するため、

次世代育成支援対策地域協議会（以下「地域協議会」という。）を組織することができる。 

２  前項の協議を行うための会議において協議が調った事項については、地域協議会の構成員

は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

３  前２項に定めるもののほか、地域協議会の運営に関し必要な事項は、地域協議会が定める。 

 

 

第４章 雑則 

 

(主務大臣) 

第２２条 第７条第１項及び第３項から第５項までにおける主務大臣は、行動計画策定指針のうち、市

町村行動計画及び都道府県行動計画に係る部分並びに一般事業主行動計画に係る部分（雇用環境

の整備に関する部分を除く。）については厚生労働大臣、国家公安委員会、文部科学大臣、農林

水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣とし、その他の部分については厚生労働大

臣とする。 

２  第９条第４項及び第１０条第２項における主務大臣は、厚生労働大臣、国家公安委員会、

文部科学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣及び環境大臣とする。 

 

(権限の委任) 

第２３条 第１２条から第１６条までに規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところ

により、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

 

第５章 罰則 

第２４条 第１６条第５項において準用する職業安定法第４１条第２項の規定による業務の停止の命

令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処す

る。 
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第２５条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。 

（１） 第１６条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

（２） 第１６条第５項において準用する職業安定法第３７条第２項の規定による指示に従わなか

った者 

（３） 第１６条第５項において準用する職業安定法第３９条又は第４０条の規定に違反した者 

 

第２６条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

（１） 第１４条第２項の規定に違反した者 

（２） 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第１項の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者 

（３） 第１６条第５項において準用する職業安定法第５０条第２項の規定による立入り若しくは

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者 

（４） 第２０条第５項の規定に違反した者 

 

第２７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、第２４条、第２５条又は前条第１号から第３号までの違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

 

   附 則 

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第７条及び第２２条第１項の規定は公布の日か

ら起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から、第８条から第１９条まで、第２

２条第２項、第２３条から第２５条まで、第２６条第１号から第３号まで及び第２７条の規定は

平成１７年４月１日から施行する。 

 

(この法律の失効) 

第２条 この法律は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。 

２  次世代育成支援対策推進センターの役員又は職員であった者の第２０条第２項に規定する

業務に関して知り得た秘密については、同条第５項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の

規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３  この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定

にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

 

(検討) 

第３条 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必

要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

以上 
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